	
	意見・提案内容
	本会の考え方
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	①養護老人ホームへの措置入所について
平成16年の三位一体改革において養護老人ホームの措置費が市町村に一般財源化されて以降、沖縄県における養護老人ホームへの措置入所へ年々減少の一途を辿っています。

平成27年9月末現在では県内300床／193床（64％）となっており、本来、生活困窮や支援を必要とする高齢者が利用するベッドが空床状態となっています。少子高齢化や社会、福祉ニーズの多様化により、養護老人ホームでの生活を必要とされる高齢者も増加していることは十分に予測され（例：平成25年度高齢者虐待の状況150件と年々増加傾向）ますが、社会のニーズと逆行した状況だといえるのではないでしょうか。

また、当会において、養護老人ホームを運営していますが、上記の状況により長年にわたり赤字運営を余儀なくされています。社会福祉法人とはいえ、このような状況が今後も継続するのであれば、施設機能の転換も視野にいれなければならない状況にあります。

このような状況を鑑み、県社協として地域の福祉ニーズと養護老人ホームの在るべき機能をリンクさせるためにも、措置入所について行政機関へ提言・要請を加速していただきたい。
	　これまでも、沖縄県社会福祉施策・予算対策協議会において、県に対して要請を行っているところでありますが、本会の実施事業においても、今後検討していきたいと考えています。


	
	②社会的孤立対策モデル事業」指定社協の拡充及び養護老人ホームとの連携強化
平成27年度より沖縄県社会福祉協議会（以下県社協）において上記事業を実施しているが、指定社協が糸満市と今帰仁村の２カ所に留まっている。（平成28年度さらに2カ所公募中）

近年では沖縄県においても高齢者の孤立死や引きこもり、経済的困窮世帯の増加は著明であることから、上記事業の取り組みを強化することで、それぞれの地域の福祉課題に対し地域で支え合いながらも、地域の方々だけでは対応が困難な要支援者や生活困窮者に対し、保険者や関係機関連携しながら必要に応じ養護老人ホームを活用していくことが必要である。
社会的弱者のセーフティーネットとして、養護老人ホームは必要であり、上記事業を含め、社会的孤立ゼロに向けた運動の展開に必要と考えます。
	　推進項目２「社会的孤立ゼロに向けた運動の展開」

においては、社会的孤立対策モデル事業の実施と併せて、「社会的孤立ゼロについて向けた運動」を展開していく予定であります。その中で、社会福祉施設、市町村社協、民生委員児童委員などの各関係機関・団体との連携を図りながら取り組んでいきたいと考えております。

	
	③母子世帯に対する福祉人材養成及び就職支援　

平成25年度沖縄県による調査では、県内の母子世帯は29,894、寡婦世帯は6,817となっており、30代～40代が特に多い。また、70％以上は就労しているが、母子世帯では実に47.1％がパート、アルバイト、臨時職で暮らしに不安を抱いている世帯が80％以上となっています。

このことから、当事者を対象とした、福祉の資格取得支援及び就職支援をすることで安心して働け・暮らせる環境の構築が必要だと考えます。

無資格でも就職受入をする法人と提携し、就職希望者とマッチングすることも含めての取り組みが必要ではないでしょうか。

また、上記については現在、沖縄県母子寡婦福祉連合会が同様の取り組みを実施していますが、平成27年度は、例えば介護職員初任者研修の開催は1回のみとなっています。さらに研修を増やすことで、安心して働ける環境が整っていくと思われます。

通信学習等を実施するなど受講者の負担軽減をしながら資格取得支援、就職支援をする機会も増やしていくが必要だと考えます。
生活困窮者の自立に向けた支援に関しては、働けるのに働く場所がない方の支援として、福祉施設と連携をすることで働く場所を提供することが可能であること、職が確保されれば生活困窮から抜け出し、社会的な孤立も回避できるのではないでしょうか。
	基本目標３「福祉サービスの質の向上」
推進項目３「福祉人材の養成・確保・定着等の推進」
実施計画２「福祉に関する資格取得のための支援」

において、介護福祉士等修学資金貸付事業及び保育士修学資金貸付事業を実施しています。
　母子世帯に限定した貸付事業ではありませんが、低所得世帯に対して資格取得に係る費用を無利子で貸付け、資格取得後一定期間の指定業務に従事すれば返還が免除になるものです。現在貸付中の世帯にも多くの母子世帯が含まれております。今後も必要な方に活用いただき、福祉の資格取得支援と人材確保につなげていけるよう事業の広報周知の強化を図っていきたいと考えております。
　併せて、沖縄県母子寡婦福祉連合会や市町村社会福祉協議会との連携を図りながら、母子家庭への支援強化について、いただいたご意見を参考に今後の取り組みを検討していきたいと考えております。

	
	④福祉施設内への事業所内保育所設置への助成

近年の福祉人材不足に対し、いわゆる待機児童問題により働きたくても働けない問題の解消を目的に、福祉施設内への事業所内保育所設置に対する助成事業（仮称）の取り組みをしていただきたい。（各市町村に点在する福祉施設に対し公募するなど。）双方の課題の解消につながります。

・保育士の確保

・備品・玩具・遊具等への助成等
	基本目標５「企画広報・助成・提言活動の推進」

推進項目２「福祉施策への提言・要請活動の強化」

における県社会福祉施策・予算対策協議会を通じて、要請事項の一つとして検討していきたいと考えております。

	
	⑤福祉イメージアップ事業
福祉の仕事イメージアップに向け、定期的（例えば月／1回）に、大型商業施設等で、イベント（介護劇など）をうって、その中で福祉の相談ブースや、就職相談ブースを設置するなど。必然的に人が多く集まる場所で開催することで、市民、県民の方々に足を止めていただきやすくなり、福祉に興味を持ってもらえるきっかけづくりになるのではないでしょうか。一法人では、なかなか踏み込みにくい事業（イベント）なので、県社協が中心になって、各地域の福祉施設を巻き込んでいけると活性化につながるのではと考えます。

※平成26年度の福祉説明・面接会の来場者数は181名となっています。箱物への呼び込み方式ではなく、人が集まる場所に出向いてイベントを打つことで、より多くの方々にPRができると考えます。
	基本目標３「福祉サービスの質の向上」
推進項目３「福祉人材の養成・確保・定着等の推進」
実施計画１「福祉の仕事に関する普及・啓発」

において、学生や一般の方々に対する啓発活動を推進しています。今後は、従来の福祉の職場説明・面接会の開催だけはなく、「福祉の仕事入門教室」や「福祉の職場見学ツアー」を各種別協議会との協力により実施していく予定です。


	
	⑥第4次県社協21プラン（仮称）について

基本理念に対する基本目標はそれぞれが連携している目標ですので、連携を可視化して地域住民にわかりやすい標記が望ましい。

※単なる体系図になっていますが、P4～5の基本目標1～６に２方向の矢印を入れることによって連携支援の可視化に努める。

（案）基本目標
１、地域福祉の
推進及び福祉文化の形成

　

　　　　　　　　　　　　　※矢印を入れる事で相互に支援
　　　　　　　　　　　　　　し、連携を図れている事を可視
２、地域自立生
活を支える福祉
基盤作り
　　　　　　　　　　　　　　化する


	６つの基本目標について、それぞれの目標が連動しているというイメージが持てるようＰ４の図式に変更しました。


	
	⑦地域自立生活支援を支える福祉基盤づくり

地域自立生活を支える福祉基盤作り（P21）の現状と課題の3番目ですが、『切れ目のない支援』に取り組むとありますが、子供の貧困に対する施策を盛り込んでいただきたい。
	　子どもの貧困については、Ｐ２の「新たな福祉の流れと県社協」の１７行目に県内における生活課題として記載しておりまして、本会としても重要な課題であると認識しております。いただいたご意見を参考に、今後市町村社協や社会福祉施設、ＮＰＯ団体等と協働しながら取り組んできたいと考えております。

	
	⑧介護技術等の普及による介護意識の醸成について

　 P37の現状と課題、2番目について、『多様な福祉用具の普及、介護に対する県民の理解を広めて・・』と記載がありますが、福祉用具の普及は手段であるので、主は県民と思います。介護に対する県民の理解を広める方法として、まずは、福祉用具の普及ではないでしょうか。

そうすることにより、同ページの『２、問題解決に向けた取り組み』に繋がると考えます。
	　今後、具体的な事業への取組みの中で参考にさせていただきます。

	
	⑨福祉サービスの質の向上
　要介護者が増え、介護の人材不足が叫ばれている中、介護を担う人材育成することが急務です。社協が主体となって実施する介護教育や、介護人材の質を高めるための研修企画だけでなく、介護施設への講師派遣も必要に思われます。
	基本目標３「福祉サービスの質の向上」
推進項目３「福祉人材の養成・確保・定着等の推進」
実施計画５「福祉従事者の養成・定着に向けた支援」

において、人材育成ガイドラインの活用普及を通じて、施設・事業所における福祉従事者のスキル・キャリアアップに向けた人材育成体制の充実を促進しています。

　また、上記と併せて研修講師を登録し、その情報の提供を行う講師バンクの構築を予定しています。
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	　災害支援において、歯科医師会・歯科衛生士会は、施設及び被災者の避難所における口腔衛生管理や口腔機能管理を行なう。また、義歯の紛失や修理においては、歯科医師会・歯科技工士会が後方支援を行なう。
組織としては、災害時における支援団対としての位置づけとなる。

東北の震災以前の大災害を通しそれ以降、「口腔衛生及び機能管理の重要性」は特に、高齢者の誤嚥性肺炎の発症が多く見られた事により口腔衛生管理が必要であると、確立された事項である。
	情報提供ありがとうございます。

Ｐ１８基本目標１「地域福祉の推進及び福祉文化の形成」

推進項目５「災害時における危機管理体制の強化」

（１）災害時における支援体制の整備と強化

 　②災害時に備えた関係機関・団体との連携・協働の推進

の取組みの中で、今後連携のあり方等検討させていただきます。

	3
	　弊社の事業内容としまして、高齢者施設に関わる仕事をさせていただいています。その中で、施設側からの問題提起をいただき、問題改善策としてサービスをご展開させていただく運びになりました。

1 高齢者の入居の際の問題としまして、身元保証人、身元引受人をお引き受けいたします。

2 高齢者施設運営に関わる重大な問題として、利用料等の未払いを解決するために利用料保証制度を設けました。

3 施設入居率の問題として、施設入居者のご紹介をします。

今までの制度、体制では施設側及び各公共施設、行政が負担していた業務等を弊社がお引き受けするサービスです。

特に、身元保証人においては、行政等にかかる時間と費用負担を考慮頂き、皆様にご紹介したいサービスです。

沖縄においては、初めての取組みですが、県外においては、数多くの業者が存在しほとんどの施設が平素よりご利用頂いているサービスになります。

また、生活保護受給者においても、今後、行政や施設と協議しまして、すべての高齢者福祉施設に活用頂きたく思います。

　前置きが長くなりましたが、今回のご提案は、沖縄の高齢者福祉社会全体でもサービス、制度をご利用いただき行政等の負担軽減及び高齢者福祉施設の経営健全化をお考えいただきたいということです。協議会及び各高齢者施設の皆様や高齢者福祉に関わる皆様に広くご周知いただきたくよろしくお願いします。
	　情報提供ありがとうございます。

　本会としても、様々な機関・団体との連携のもと利用者の権利擁護を図るとともに、福祉サービスの質の向上を図ってまいります。

	4
	　地域福祉活動の拠点として日頃ご苦労されていらっしゃるスタッフの皆様に敬意を表します。
　多様化社会の中で、いろいろなサービス、施策がきめ細かくなっていますか？私見としては？です。一人ひとり生活の背景人生の歩み、ニーズ等を抱え、制度等に対応していくにも、それなりの精神的不安のあるかと思います。地域では社会福祉を充実させることもいいですが、家族と共の時間が人にとってはとても大切なことだと考えます。　

　これからの福祉行政を家庭支援等についても真剣に考えて欲しいと思います。
	　地域での支援活動においては、ご指摘の視点はとても大切だと思います。市町村社協や社会福祉施設・団体と一緒になって今後の取り組みへの参考にさせていただきたいと思います。
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